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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）項目 割合 回。 1立 2位 3位
01株主によるガバナンスの確立 3％ 6 4 7 9
02株主資本の効率的活用 24％ 57 84 34 20
03株価の重視 16％ 38 34 45 36
04配当重視の経営 13％ 30 29 36 21
05株主に対するアィスクローシャーの徹底 14％ 33 24 44 36
06株主の利益を従来以上に重視 6％ 14 14 14
07IR活動を従来以上に重視 8％ 18 9 17
15
45
一08アナリストヘの説明を重視 3％ 6 5 4 14
09その他 0％ 1 2 0 0







































































































































































































??》? ?まったく影響力はない 1％ 2　一　　　　　㎜　｝その他 5％ 12
06鉦回答 7％ 17































































































































































































































































































項目 割合 回。 1位 2位 3位
010人 64％ 148







計 100％232 0 0 0 16％
　　　lllll
7－b．5年前に比べて、社外取締役の人数の変化はどうですか。















































































































































































































































































































































































































































項目 割合 1立 2立 3立
01株主 36％ 45 63 3 16??経営者 20％ 24 26 27 14
従業員 19％ 23 7 32 55
債権者 2鵯 2 Q 6 2
05取引先 3％ 4 1 5 10
06主要取引銀行 2％ 2 1 2 4
07地域住民 0％ 0 o 0 0
08顧客 14％ 17 20 14 王6
09その他 0％ 0 Q 0 0


























項目 割合 1位 2位 3位





計 100％王22 0 0 0
6．5の質問で01または02と回答された場合、その原因はどこにあると思いますか（複数回答可）。




04睡査役スタッフの数や専門的知識が十分でない 工2瓢 15｛???常務会等へ出席できない 5％ 6
監査役の職務に対する社内の理解が不足している 21％ 25
07経営陣からの監査役の独立性が確保されていない 14％ 17
0その他 5％ 60笹回答 0％ 0


































































































































計 100％283 0 0 0
（注）その他にっいては別表参照
D　I　No．9．
データ・インプリケーション（その9）
　監査役（会）の強化策に関して、経営者と監査役自身の認識の違いはな
ぜ生じているのだろうか
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　経営者は、監査役を取締役会と常務会というr経営意思決定プロセスヘ
参加させること」（D　I　No．1．55％）が最も有効であると考えており、
次に社外監査役を増員させることが有効であると考えている。監査役側へ
のempowement問題を経営者は、top－management　functionへの実質的参
加によりパワーを与えていけば問題は解決できると考えていることを読み
とることができるだろう。それに対し、監査役自身は、有効な強化策とし
て、「（経営者による）監査役選任プロセスヘの（監査役の）参加」（23％）
と、r監査役職務への社内認識の向上」（23％）と、「監査スタッフの充実」
（21％）とを挙げており、社外監査役を増員することへの評価は経営者よ
りも低い。監査役自身が自らの組織内パワー不足（1ess　empowement）
の理由を、監査役選任プロセスヘの影響力を行使できないこと、取締役会
と監査役（会）のパワーの不均衡が実在し、「監査役の経営者への従属」
が経営実態として存在していることと監査役は考えていることが推測でき
る。さらにパワー不足の原因を監査役自身は「監査役の組織的必要性の組
織内不受容」と考えていることが推測される。このことからは、実質的に
監査役（会）はrお飾り機関」（fdnge　organization）という組織内位置付
けが与えられていると監査役自身が自己認識していることが読み取れるだ
ろう。お飾り機関であればこそ、監査事務スタッフという資源の配分不足
が現実に生じているのであろう。監査役自身が非常勤監査役の増員を監査
役（会）強化策としてそれ程重視していないことは注意を要するであろう。
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　　　　　　　　　　　日本の大企業のコーポレート・ガバナンス構造の特質
（付記）
　本稿は筆者の1人である舩田眞里子を中心として2000年10月7日、日本
計量行動学会第28回全国大会に於いて報告された第一部（第2章）と、も
うひとりの筆者である柳川高行を中心としたデータ解釈（データ・インプ
リケーション）である第二部（第3章、第4章）の2つの部分から成立し
ている。
　第一部は早い時期に完成稿となっていたが、本稿の完成が遅れたのは、
ひとえにもう一人の筆者である柳川が例によって同時並行して数本の原稿
を書いていたからであり、母の入院と他界というアクシデントに見舞われ
たからである。
　本稿に関連した筆者の1人である柳川の研究成果については、次の著書、
論文、学会報告を参照されたい。
〔6〕柳川高行、2000年、r日本型企業統治の再評価一雇用維持機能を中
心に一」、菊池敏夫、平田光弘編著、r企業統治の国際比較』、文眞堂、第
10章、172－196ページ。
〔7〕柳川高行、「コーポレート・ガバナンスの日米比較一経営者主権の
成立とその正当性を中心に一」、『白鴎大学論集』、第10巻第1号、1995年、
47－95ページ。
〔8〕柳川高行、「資料・学会報告　日本型経営者主権の成立の可能性一
コーポレート・ガバナンスの日米比較一」、『白鴎ビジネスレビュー』、第
6巻第1号、1997年、137－154ページ。
〔9〕柳川高行、「日本型コーポレート・ガバナンスと経営者主権の正当
性」、経営哲学学会『経営哲学論集第13集』、1997年、85－90ページ。
〔10〕柳川高行、「日本型コーポレート・ガバナンスと企業倫理一経営者
主権のゆらぎと企業倫理綱領導入の有効性一」、日本経営倫理学会、『日本
経営倫理学会誌』，第6号、1999年、81－88ページ。
　　　　　　　　　　　　　　一205一
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〔11〕柳川高行、r日本型成長戦略の蹉鉄と従業員主権哲学の行方」、経営
哲学学会第16回大会　自由論題報告要旨、1999年。
〔12〕柳川高行、「21世紀を生き抜く経営一〇peration　excellenceとgovema－
nce　excellence一」、『白鴎大学論集』、第15巻第1号、2000年、1－106ペー
ジ。
〔13〕柳川高行、「日本型コーポレート・ガバナンス構造と非常勤監査役
の存在意義一文部省科研費アンケート調査と非常勤監査役体験を素材に一」、
日本経営倫理学会、第9回研究発表大会、自由論題報告、2001年。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（2002年1月3日　柳川高行　記）
（注記その1）
　菊池敏夫氏と平田光弘氏を研究者代表とするコーポレート・ガバナンス
国際比較研究会のアンケート調査結果（本稿の参考文献〔2〕）に基づい
た分析成果は、既に同研究会メンバーの牧野勝都氏により行なわれている。
次の2つの論稿を参照されたい。
〔4〕牧野勝都解説、r参考資料A　参考資料B　参考資料C」、菊池敏夫・
平田光弘編著、『企業統治の国際比較』、文眞堂、2000年、197－226ページ。
〔5〕牧野勝都、「日本企業のコーポレート・ガバナンスー国際的な変
革の激流と執行役員制・監査役の評価および展望　　」、日本経営教育学
会編、r経営の新課題と人材形成』、（r経営教育』第4集）、2001年、第3
章、47－69ページ。
　本稿第3章、第4章は、牧野氏の研究成果に触発されてはいるが、可能
な限り氏とは異なった独自の視点から分析が行なわれていることをここに
明記しておくこととしたい。
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（注記その2）
　本稿第3章、第4章の記述は、主に筆者の1人である柳川によって「デー
タをどう解釈できるか」という視点から分析がなされている。我々の独自
のデータに依拠することなく（あるいは別の独自のデータに基づいた分析
により）我々の分析結果と同様な見解が既に発表されている可能性は残存
している。もし我々の未読の研究成果で同様の分析が部分的にでもなされ
ている場合には、お手数ですがご連絡を賜りたく存じます。可及的速やか
に先行研究が存在していることを明記する所存です。
連絡先 〒323－8585
小山市大行寺1117
白鴎大学　経営学部
柳川高行　舩田眞里子
FAX　　O285－22－8989
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